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ローカル・ゼブラ企業の存在意義
• ゼブラ企業とは、社会課題解決と経済性の両立を目指す企業を、白黒模様、群れで行動するシマウマ
に例えて命名された。中小企業庁では、このうち、地域資源を活用し、地域の課題解決に取り組む
ローカル・ゼブラ企業の育成を行っている。

• 少子高齢化等の影響で人口が減少し、市場が縮小する時代において、公的セクター（公助）や資本市
場（自助）の間で拡大する「共助」の範囲担う存在が地域には必要である。

• これまでは非営利セクターが担ってきたが、共助領域の拡大や技術の進展に伴い、ビジネスの手法で
共助の領域を担う、ローカル・ゼブラ企業が活躍できる領域も広がっている。

公助：行政が担う領域。人口減少に伴う地域の税
収減や担い手の減少、行政側の人手・予算不足等
により、対応できる課題には限りがあり、民間と
の連携による課題解決を志向する自治体は増えて
きている。

自助：民間の主体が担う領域。顧みられない主体を含め
た地域全体の持続可能性に責任を持つ役割は果たせない
が、牽引力が大きく、人材や技術力等の資源を保持して
いるため、地域の活力向上が企業のミッションに合致し
ている場合、シナジーが生まれ得る。

共助：公助と自助の間を繋ぎ、地域の持続可能性にコミットする主体が担う領域。
非営利セクターが果たす役割も重要ながら、本事業においては経済的な持続可能
性を考え、事業による課題解決を行う主体（ローカル・ゼブラ企業）に着目。

共助 自助
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領域の縮小
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ローカル・ゼブラ企業

公助
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ローカル・ゼブラによる課題解決のエコシステムの強化に向けて
• ローカル・ゼブラ企業は、ビジョンの実現に向けて、地域の価値を見出す・磨き上げる・還流させるた
めに取り組み、業種を問わず域内外の様々なステークホルダーと連携しながら事業を進めている。

• ローカル・ゼブラ企業と地域のエコシステムは、地域のビジョンを共有し、地域内外のステークホル
ダーとつながることで強化されることとなる。
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地域事業づくり会社について
• 地域事業づくり会社とは、地域のローカル・ゼブラ企業をとりまとめ、域内外の中堅・中核企業や大企業等との連携を実
現し、域内外から経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）を呼び込み、循環させる仕組み（地域エコシステムの強化事業）を
展開する事業者。

• 地域事業づくり会社は従来の中間支援団体とは異なり、自ら地域エコシステムの強化事業を担い、例えば、域内外の経営
資源の受け皿となり、各ローカル・ゼブラ企業への分配機能を担うことで、ローカル・ゼブラ企業による課題解決が行われる
基盤整備を図ることを想定。

地域事業づくり会社

課題解決事業の基盤強化
（経営資源の分配）

資金調達人的ネットワーク・大企業等コネクション

課題解決事業の基盤強化
（経営資源の分配）

地域事業づくり会社

全国レベル
地域事業
づくり会社

地域レベル
地域事業
づくり会社

ローカル・ゼブラ
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ローカル・ゼブラ ローカル・ゼブラローカル・ゼブラ ローカル・ゼブラローカル・ゼブラ ローカル・ゼブラ ローカル・ゼブラ

各地域における成功体験
をノウハウとしてストック

ノウハウや経営リソース
の他地域展開

デジタル基盤



地域事業づくり会社の仕組・型の例

5

ローカル・ゼブラ企業 その他ステークホルダー地域事業
づくり会社

ファンド・基金

金融機関 大企業

① 基金や財団的な共助のレイヤーのため資金調達の受け皿となる仕組
• 金融機関・大企業等が出資するファンド・基金を組
成

• ローカル・ゼブラ企業に対して投資を行い、資金面か
ら支援

出資

投資

③ スポーツなどの地域の公共に近い事業体モデル

クラブ・チーム等
• スポーツ・健康・教育などに取り組む企業が自社のノ
ウハウを活用し、ローカル・ゼブラ企業を支援

経営支援

④ 地域中核企業によるまちづくり団体モデル

街づくり団体

地域
中核企業 行政等 • 地域中核企業が中心となりまちづくり団体を立ち上げ、

または自社が街づくり団体として企業の支援や企業
活動のインフラを整備

経営支援

立ち上げ

⑥ 地域企画会社モデル

地域企画会社 • 1事業で成功したツールやファイナンス等のノウハウを
共有することで他事業・他地域へ成功の取組を展開

ノウハウ展開

⑤ 地域の遊休不動産を活用した地域活性化・社会的課題解決モデル

土地所有者

住民・移住者・
観光客等

• 地域の遊休不動産をリノベーションし、新たな価値を
生み出して社会課題解決を実施土地取得

サービス提供

② 特定分野の新たなソリューションの仕組
• ローカル・ゼブラ企業が特定課題に対する新たな
ソリューションを開発

• 他地域等へ連携していくことで広がりを作る
展開

島嶼基金（東シナ海の小さな島ブランド）、
えぞ財団、薩摩会議SELF、
三豊ソーシャルファンドプロジェクト（Enjoy Works）

事
例

三豊「こどもたちの放課後改革」「次世代兼業農家
プロジェクト」「身の丈ストリート・プロジェクト」（DAO）

事
例

湘南ベルマーレフットサルクラブ、ジャパネット長崎事
例

前橋モデル事
例

野沢温泉企画（NEWLOCAL）事
例

LivEQuality大家さん（千年建設）
株式会社喜田建材（くらしの不動産）

事
例

⑦ コミュニティ兼事業創造モデル
• 場づくりやコミュニティ組成を先行して始め、そのコミュ
ニティのなかで自社もマネタイズを行う。コミュニティの
会員費やローカルスタートアップへの経営コンサル等が
代表経営支援 売上

株式会社Wasshoi Lab、株式会社うむさんラボ事
例

大企業 地場中堅

⑧ LZ企業の人材調達の受け皿となる仕組（人材斡旋）
• 大企業や地場の中堅・中小企業等からローカル・ゼ
ブラ企業に対して人材を斡旋

斡旋
一般社団法人前橋まちなかエージェンシー
一般社団法人十勝うらほろ樂舎
株式会社御祓川

事
例

https://www3.nhk.or.jp/lnews/kagoshima/20250416/5050030409.html
https://ezozaidan.com/
https://self-kagoshima.org/tag/%E8%96%A9%E6%91%A9%E4%BC%9A%E8%AD%B0/
https://self-kagoshima.org/tag/%E8%96%A9%E6%91%A9%E4%BC%9A%E8%AD%B0/
https://www.potluck-yaesu.com/magazine/20241111/2706/
https://www.learning-innovation.go.jp/verify/g0209/
https://awaihikari.media/report/entry-173.html
https://awaihikari.media/report/entry-173.html
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000727.000003955.html
https://shikucho-son.jp/archives/5983
https://www.ey.com/ja_jp/insights/government-public-sector/what-is-the-new-regional-revitalization-that-japanet-envisions-with-nagasaki-stadium-city
https://mebuku.city/news/study/post-11583/
https://www.newlocal.co.jp/
https://www.newlocal.co.jp/
https://www.newlocal.co.jp/
https://www.newlocal.co.jp/
https://livequality.co.jp/ooya
https://livequality.co.jp/ooya
https://mitoyo-city.note.jp/n/nca10d91889ad?gs=94ab53554bae
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